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【まとめ】 
 家族介護者の負担軽減につながる支援を

実現できていない現状において、連続する

毎日の介護における介護者の負担、ストレ

スの変化を把握することは、これまで把握

されてこなかった詳細な介護の実態把握が

期待され、介護者支援に向けた具体的知見

の提供が可能になると考えられる。そこで、

本研究は、家族介護者の介護状況、ストレ

ス、負担度に関する日常的なデータの取得

を行うことで、連続する毎日の介護状況と

介護者の負担感や抑うつの程度との関連を

検討するための予備的検討を行うことを目

的とし、家族介護者を対象にしたタブレッ

ト端末利用による介護データ入力を実現す

るプログラムの開発と、実装プログラムの

もととなる基礎資料把握のためのアンケー

ト調査を実施した。プログラム開発では、介

護者や介護事業所スタッフへのヒアリング

を実施し、家族介護者がタブレット調査を

実施するに際しての課題を整理した。デー

タの入力が中断された場合にもデータが保

管される仕組みや、介護データの入力忘れ

への対応、継続的に介護状況を入力するた

めのシステム上の工夫を検討し実装した。

アンケート調査の解析からは、タブレット

調査項目数を限定するための基礎的資料と

なる知見、および今後の新たな介護者が抱

えるであろう課題を把握した。 

 
１． 研究の目的 
 本研究の目的は、家族介護者の介護状況、

ストレス、負担度に関する日常的なデータ

の取得を行うための、連続する毎日の介護

における介護者の負担、ストレスの変化を

把握し、日常的な介護状況と介護者の負担

感や抑うつの程度との関連を検討するため

の予備的検討を行うことを目的とし、具体

的には、家族介護者を対象にしたタブレッ

ト端末を用いた日常的介護の状況に関する

データの入力が可能な⓵プログラムの開発、

および実装するプログラムの項目選定のた

めに②アンケート調査実施によって、介護

負担感関連要因の特定および将来的な介護

者の介護不安要素の把握を目的とした。 
２． 研究の方法・経過 
2-1. 方法 

本研究では介護におけるビッグデータ解

析の実現性を検討する予備的検討と位置づ

け、家事や仕事、子育てなどによる時間的制

約の大きい家族介護者の状況を鑑み、自宅

で空いた時間に日常的に回答できる媒体で

あるタブレットデバイスを用いた日常的介

護データを取得するためのプログラムの開

発を行った。 
開発に際しては、介護者へのヒアリング、

通所事業所の介護スタッフや施設経営者と

のディスカッションを経て、負担の大きい



介護者のタブレット端末のユーザビリティ

や、60 歳代を平均[1]とする家族介護者の継

続的な運用を促すことができるようなデザ

イン性を検討した。 
一方、実装するプログラムの項目および

今後のタブレットによるデータ入力の汎用

性を検討するため、企業 2 社の協力を得て

子世代を対象とした介護に関するアンケー

ト調査を実施し 1542 名のデータを解析し

た。アンケート調査で検討した項目は、調査

対象者の性別、年齢、婚姻状況、介護の提供

状況、親との同別居の状況、介護の不安要

素、また介護者の場合には、介護バーンアウ

ト防止策検討のためのデータ解析を目的に、

介護頻度、介護期間、日常的に介護をしてい

る内容（Activity of Daily Living：以下 ADL
および Instrumental Activity of Daily 
Living：以下 IADL）、およびその提供時間、

他の家族からの手伝いの有無、介護負担感

等とした。 
本研究の実施に際しては、東京都健康長

寿医療センター研究所倫理委員会に申請し、

倫理委員会で承認を得た方法により研究を

実施した。 
2-2．経過 

タブレットデバイスに実装するプログラ

ム開発のための予算の確保が難しく、本来

の予定よりプログラム開発に時間を要した

ため、本研究報告では、開発した実装プログ

ラムの記述および、アンケート調査の結果

報告を行うこととする。 
開発した実装プログラムにより、現在も

調査対象者のリクルートおよびデータの入

力を継続している。 
３． 研究の成果 
3-1. 開発プログラム 

 本研究では、家族介護者が日常的に介護

の状況を入力することで把握できる介護状

況と介護負担感などの精神負担感を検討す

ることが目的であるため、これを実現する

ために、紙面ではなくタブレットを用いた

データ入力が可能となるタブレットに実装

できるプログラムの開発を行った。 
まず、プログラムの開発に際しては、ユー

ザーインターフェイスに関する過去の文献

[2, 3]から、想定される家族介護者の年齢や

性別、タブレット端末の操作性に着目した

ユーザーインターフェイスを検討した。 
 プログラムの開発に際しては、家族介護

者の日常的なデータの入力を促進するため

に、デイリー調査項目とウィークリー調査

項目に分類し、デイリー調査項目は 10～15
分間で回答できるように、毎日の介護の提

供状況、サービス利用状況、その他の支援状

況の把握と、基礎的な精神的健康の項目に

限定することとした（図 1）。一方、週に 1
回調査項目が提供されるウィークリーの調

査項目においては、隔週で介護負担感や抑

うつ、介護満足感などの精神的健康の項目

に加えて、過去 1 週間の社会参加の程度な

どを把握し、家族介護者の介護バーンアウ

トの検討に有用な精神的健康への影響を、

介護の状況に加えて、介護者の生活との関

連から包括的に検討できるよう項目の設定

を行った。 
 開発するプログラム内容については、介

護者へのヒアリング、協力事業所スタッフ

へのヒアリングを実施し、家族介護者がタ

ブレット調査を実施する際の課題を整理し

た。例えば、介護データ入力中に、介護提供

等何らかの理由でデータの入力が中断され

た場合にもデータが保管される仕組みや、



介護データの入力忘れに対する対応（図 2）、
その他、継続的に介護状況を入力してもら

えるといったシステム上の工夫として、限

定された少ないパターンデザイン（時間入

力、シングル回答やマルチ回答の場合の表

出の仕方）による入力方法を検討し、これら

によりプログラムの開発を実施した（図 3）。 

 
図 1 デイリー調査項目の一例 

 

 図 2 一定期間における未回答分アンケ

ートへの配慮 

 
  図 3 開発プログラムの一例 
 
3.2 アンケート調査結果 
 著者らのこれまでの国民生活基礎調査の

解析から、我が国において息子を含めた男

性介護者の介護従事の割合が増加してきて

いる状況[4]を鑑み、また、タブレット調査

への参加の可能性の高い中高年の状況を想

定し、本アンケート調査の対象は企業での

募集とした。実際、アンケート調査の対象者

は男性回答者の状況が多くなっており

86％であった。回答者の中心は 40 歳代で



32％、続いて 50 歳代 22％となっていた。

60 歳代は 13％であった。 
調査対象者 1542 名のうち、介護を提供し

ていたのは 164 名で、男性回答者の分布を

反映し、男性介護者も 85％となっていた。

最も多い世代は 50 歳代（32％）、続いて、

40 歳代 297％、60 歳以上が 20％となって

いた。既婚のものは 66%であった。表 1 は

介護提供内容と介護に要した時間を示して

おり、IADL や ADL の内容により提供時間

の分布が異なっていたため、これらの時間

を把握できる項目設定とした。 
また介護負担感を従属変数とし、介護者

の年齢と性別を調整変数として、関連変数

の負担感への影響を検討したところ、ADL
や IADL の介護提供においては、家事、排

泄処理、認知症への問題行動への介助、財産

管理が負担感と関連していた一方で、食事

介助は負担感を軽減する結果となっており、

これら変数の詳細なデータ把握の必要性が

考えられた（表掲載は省略）。 
この他、今後の介護者世代と考えられる

中高年が考える介護不安の内容を把握した

ところ、時間的拘束や介護による身体的な

負担、経済的負担、また介護保険制度を十分

に把握していないことに対する負担を上げ

ており、これらの不安要素を反映した従属

変数（精神的健康の変数項目）をタブレット

調査のプログラム開発に反映させた。 

 

４． 今後の課題 
 実装したプログラムを用いて、現在も継

続して介護者の日常の介護状況と介護負担

感や抑うつなどの精神的健康の状況、およ

びバーンアウトの可能性を把握しており、

対象者の継続的なリクルートとデータ入力

の促進が課題となっている。 
５． 研究成果の公表方法 
 開発プログラムについては、Health 
Aging Tech mashup service, information 
technology and service engineering 等の国

際学会において、また解析データについて

は論文誌において公表を予定している。 
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